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港湾関係事業の中期計画(仮称)について

中期計画(仮称)は、真に必要な港湾関係事業について、平成２０年度以降の
中期的な期間に実施する具体的事業を分かり易く提示するものと想定。

＜作成にあたっての基本的考え方＞

我が国産業の国際競争力の強化、地域の活性化などの課題に的確に対応す
るため、港湾政策として取り組む施策の一層の重点化を図ること。

取り組む事業について、これまで以上のコスト縮減を図ることなど効率化を徹
底すること。

国土形成計画、社会資本整備重点計画など、国全体の計画や政策と連携を
図ること。

地域や利用者の要望を、これまで以上に、丁寧に、幅広く、繰り返し聴きなが
ら作成すること。
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第１回意見聴取の実施

第１回意見聴取のとりまとめ
及び、中期計画骨子 作成

中期計画(案)の作成

中期計画の作成

１０月
下旬

１０月から１１月下旬実施

港湾管理者、市町村長、
港湾利用者、有識者

直接訪問による意見聴取

１２月末
（予定）

文書等による報告及び直接訪問による意見聴取

文書等による報告及び直接訪問による意見聴取、要望受け

中期計画(仮称)策定の全体スケジュール

港湾管理者、市町村長、
港湾利用者、有識者

港湾管理者、市町村長、
港湾利用者、有識者

３月頃
（予定）

６月頃
（予定）



計画の基本的な事項

■計画の対象
港湾及び港湾海岸に係るあらゆる施設や事業を対象として意見聴取を伺い、そ

れらの意見を踏まえて、最終的に計画に掲載する対象を決定する。

■計画期間
分かり易い計画を策定するとの観点を重視し、事業実施に要する期間も勘案し、

概ね１０年とする。

■計画の見直し
社会経済状況の急激な変化等も予想されることから、皆様のご意見を伺いな

がら、計画期間途中でも必要に応じて見直しを行う方向で検討。

■事業手法
事業手法については、当該事業が具体化しないと決まらないため、計画の中で

は定めない方向で検討。


